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川口駅西口地区地区計画 

    地区整備方針 

名 称 川口駅西口地区 地区計画 

位 置 川口４，６丁目及び飯塚１，２，３丁目の各一部 

面 積 約９．０ha 

地区計画の目標 

本地区はこれまで住工混在の市街地となっていたが、首都 15km 圏内に位置する駅前地区という好立地に

あって利便性が高く、西口駅前に立地していた公害資源研究所の移転跡地を利用した駅前広場・公園・総

合文化センター等の整備を契機として、急激に土地利用転換が進みつつある。 

さらに、本地区においては住宅市街地総合整備事業も実施され、住宅供給及び基盤施設整備が進められ

ている。 

こうした状況を踏まえて、２１世紀の川口市の顔となる駅前地区にふさわしい商業・業務と住宅の複合

する個性豊かで魅力的な市街地の形成を図るため、大規模敷地の用途転換や敷地の共同化等を促進し、土

地の合理的かつ健全な高度利用と災害に強い市街地更新を進めるとともに、安全で快適な歩行者空間の創

出と道路等の公共施設整備を推進し、賑わいと落ちつきのある良好な居住環境を備えた高密度市街地の形

成を目指す。 

区域の整備、開

発 及 び 保 全 に

関する方針 

『公共施設等の整備の方針』 

１. 商業・業務施設等の増加や土地の高度利用に伴い増大する歩行者及び車交通の円滑な処理を図るた

め、都市計画道路と地区内幹線道路を適切に整備する。その他の区画道路は、地区内の開発と一体的

に拡幅整備を誘導するなど、官民協力して整備促進に努める。 

２. 地区内の歩行者動線が円滑に機能するように、地区内の開発と一体的に歩行者通路の整備を図る。 

３. 安全で快適な緑のネットワークを形成するため、地区内の歩行者通路、広場及び緑地等の適正な配置

を図るとともに、幹線道路の緑化を積極的に推進する。 

『建築物等の整備の方針』 

駅前にふさわしい健全な高度利用型複合市街地の形成を図るとともに、良好な都市景観及び居住環境を

確保するなど、風格ある街並みと市街地環境の整備改善に資するように、建築基準法第６８条の３第１項

の規定を活用して、建築計画を誘導する。 

基本的には次の方針による。 

１. 本地区にふさわしくない特定の用途を制限するとともに、複合市街地地区における商業・業務系用途

の導入、住宅市街地地区における住宅系用途の導入を図る。 

２. 大規模敷地については高度利用を促進し、小規模敷地については共同化による土地の高度利用を促進

することにより、敷地内での空地、通路の確保に努め、魅力ある都市環境の整備を図る。 

３. 道路沿道の建物の壁面後退を促進し、歩行者通路及び歩行者広場の整備拡充を図る。なお、壁面後退

部分の土地利用については、歩行者空間として前面道路と一体的な利用を図ることとする。 

４. 災害時の避難地・避難路の安全性を確保するため、建築物の不燃化の促進を図る。また、駅前大通り

線沿道においては、建築物は、火災の輻射熱を有効に遮蔽することができるように連たんして配置す

る。 

５. 駅前にふさわしい良好な都市景観を形成するため、特に駅前大通り線沿道の建築物の意匠等の全体的

な調和を図るように配慮する。 

１
当初決定：平成 5 年 12 月 7 日第 810 号 

最終変更：令和元年 6月 25 日第 136 号 
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区域の整備、開

発 及 び 保 全 に

関する方針 

６. 駅前大通り線は、賑わいのあるシンボルロードとするため、沿道に商業施設等が連続したまちなみが

形成されるように建物配置について配慮する。 

７. 駐車施設については、地区全体の交通状況等を勘案して、適正な規模を整備する。また、サービス用

車路や駐車場の出入口は、快適で安全な歩行者空間の形成に支障をきたさないように適正に配置す

る。 

８. 高齢化社会の到来に備え、多数の公衆の利用に供する公共・公益施設及び商業・業務施設等の出入口・

通路・階段等については、高齢者や身体障害者等の利用に配慮する。 

土地利用に 

関する方針 

本地区計画の区域を全て再開発等促進区の区域とする。その土地利用に関する方針は以下のとおりであ

る。 

住工混在型の土地利用から、商業・業務と住宅の複合する高密度市街地へ土地利用転換を図ることとし、

地理的条件等から適切に性格区分して、地区整備計画が整った街区から、計画内容に応じて順次、容積率

の最高限度等を設定し、それぞれにふさわしい土地利用を実現する。 

基本的には、次の方針による。 

１. 西口駅前広場から西に伸びる駅前大通り線沿いは、複合市街地地区として商業・業務・サービス施設

を一体とした複合施設を集積しシンボルロードにふさわしい賑わいのある高密度市街地の形成を図

る。 

２. その他の区域は、住宅市街地地区として、都市型住宅を中心とした落ちつきのある高密度市街地の形

成を図る。 

再開発等 

促進区
約９．０ha 

主要な公共施

設の配置及び

規模 

地区内幹線道路：幅員１２ｍ、延長距離 約２１０ｍ 

公 共 空 地：約５００㎡ 
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※この計画図は参考ですので、詳細については都市計画課にてご確認ください。

計 画 図 
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名称 面積 
地区施設の 

配置及び規模
建築物等の用途の制限 建築物の容積率の最高限度 

複 合

市 街 地

Ａ 地 区

（Ａ地区）

約2.04ha

―

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及び第

５号並びに（と）項第３号及び第４号に掲

げるもの 

２． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる倉庫

３． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第３

号、第６項第１号から第６号、及び同条第

１１項に掲げる営業に係るもの

４． 駅前大通り線に４ｍ以上接道し、かつ、敷

地面積（敷地が再開発地区整備計画の区域

の内外にわたる場合は、その区域内の面

積。以下同じ）が 200 ㎡以上の敷地におけ

る建築物の１階部分を住戸、住室の用途に

供するもの

敷地面積に応じて、以下の数値とする。 

 ただし、延べ面積には、自動車車庫その他の

専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための

施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）

の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の

各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建

築物がある場合においては、それらの建築物の

各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度と

して算入しない。 

※ｐ10 参照

住 宅

市 街 地

Ｂ 地 区

（Ｂ地区）

約0.66ha ①空地 

(1 ヶ所 

約 100 ㎡） 

②歩行者専用

通路 

(幅員２ｍ、 

延長約５２ｍ）

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及び第

５号並びに（と）項第３号及び第４号に掲

げるもの 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及び第

４号に掲げるもの（建築基準法第 91 条の

規定により準工業地域内の用途の制限を

うける場合に限る） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる倉庫

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第５

号、第６項第１号から第６号、及び同条第

１１項に掲げる営業に係るもの 

５． １階部分を住戸、住室の用途に供するもの

（駅前大通り線に面する１階部分に限

る。） 

10 分の 40 

ただし、延べ面積には、自動車車庫その他の

専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための

施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）

の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の

各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建

築物がある場合においては、それらの建築物の

各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度と

して算入しない。 

地区整備計画２

敷地面積区分 割  合 

200 ㎡未満 10 分の 30 

200 ㎡以上 10 分の 40 

1,000 ㎡以上 敷地が幅員 16ｍ以上

の道路に接するもの

にあっては 10 分の 50
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建築物の建蔽率の

最高限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

壁面の位置の制限 建築物等の形態又は意匠の制限 
かき又はさくの構造の

制限 

― ―

建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、駅前大通り線につ

いては、1ｍ以上としな

ければならない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。 

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 建築物の屋根等は、スカイライン等につい

て留意し、勾配屋根を用いる等の工夫をす

ること。 

３． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

４． 駅前大通り線に面する１階部分のシャッ

ターはグリルシャッター等の透過可能な

ものや、美しく楽しい絵が描かれたもの等

閉店後も街の賑わいや明かりを喪失させ

ないようなものとすること。 

５． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

壁面の位置の制限によ

る後退部分においては、か

き又はさくは設置しては

ならない。 

ただし、生垣又は植栽

（生垣又は植栽を構成す

る構造物がある場合は、そ

の部分の高さ（前面道路の

路面の中心からの高さに

よる。）が０．６ｍ以下の

場面に限る。）については、

設置することができる。 

10 分の 5 

ただし、建築物の

建築面積の敷地面積

に対する割合は、建

築基準法第５３条第

３項第１号（準防火

地域内にあるイ若し

くはロは除く）又は

第２号に該当する建

築物にあっては、１

０分の１、同項第１

号（準防火地域内に

あるイ若しくはロは

除く）及び第２号に

該当する建築物並び

に同条第６項第１号

に該当する建築物に

あっては、１０分の

２を加えた数値とす

る。

２，０００㎡ 建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、駅前大通り線につ

いては 3ｍ以上、仲町

荒川堤防線については

1.5ｍ以上、その他の道

路については 1ｍ以上

としなければならな

い。  

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 建築物の屋根等は、スカイライン等につい

て留意し、勾配屋根を用いる等の工夫をす

ること。 

３． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

４． 駅前大通り線に面する１階部分のシャッ

ターはグリルシャッター等の透過可能な

ものや、美しく楽しい絵が描かれたもの等

閉店後も街の賑わいや明かりを喪失させ

ないようなものとすること。 

５． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

壁面の位置の制限によ

る後退部分においては、か

き又はさくは設置しては

ならない。 

ただし、植栽で、歩行者

の通行を妨げないものに

ついては、設置することが

できる。
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名称 面積 
地区施設の 

配置及び規模
建築物等の用途の制限 建築物の容積率の最高限度 

複 合

市 街 地

Ｃ 地 区

（Ｃ地区）

約0.37ha ①空地 

（1ヶ所 

約 100 ㎡） 

②歩行者専用

通路 

（幅員３ｍ、 

延長約５３ｍ）

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及び第

５号並びに（と）項第３号及び第４号に掲

げるもの 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及び第

４号に掲げるもの（建築基準法第 91 条の

規定により準工業地域内の用途の制限を

受ける場合に限る。） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる倉庫

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第５

号、第６項第１号から第６号、及び同条第

１１項に掲げる営業に係るもの 

５． １階部分を住戸、住室の用途に供するもの

10 分の 45 

ただし、延べ面積には、自動車車庫その他の

専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための

施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）

の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の

各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建

築物がある場合においては、それらの建築物の

各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度と

して算入しない。 

複 合

市 街 地

Ｄ 地 区

（Ｄ地区）

約0.39ha ①空地 

（約 100 ㎡） 

1 ヶ所以上 

②歩行者専用

通路 

（幅員３ｍ、 

延長約５３ｍ）

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及び第

５号並びに（と）項第３号及び第４号に掲

げるもの 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及び第

４号に掲げるもの（建築基準法第 91 条の

規定により準工業地域内の用途の制限を

受ける場合に限る。） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる倉庫

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第５

号、第６項第１号から第６号、及び同条第

１１項に掲げる営業に係るもの 

５． １階部分を住戸、住室の用途に供するもの

10 分の 45 

ただし、延べ面積には、自動車車庫その他の

専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための

施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）

の用途に供する部分の床面積は、当該敷地内の

各階の床面積の合計（ 同一敷地内に２以上の建

築物がある場合においては、それらの建築物の

各階の床面積の合計の和）の５分の１を限度と

して算入しない。
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建築物の建蔽率の

最高限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

壁面の位置の制限 建築物等の形態又は意匠の制限 
かき又はさくの構造の

制限 

10 分の 5 

 ただし、建築物の

建築面積の敷地面積

に対する割合は、建

築基準法第５３条第

３項第１号（準防火

地域内にあるイ若し

くはロは除く）又は

第２号に該当する建

築物にあっては、１

０分の１、同項第１

号（準防火地域内に

あるイ若しくはロは

除く）及び第２号に

該当する建築物並び

に同条第６項第１号

に該当する建築物に

あっては、１０分の

２を加えた数値とす

る。 

２，０００㎡ 建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、駅前大通り線につ

いては 3ｍ以上、その

他の道路については 1

ｍ以上としなければな

らない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。 

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 建築物の屋根等は、スカイライン等につい

て留意し、勾配屋根を用いる等の工夫をす

ること。 

３． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

４． 駅前大通り線に面する１階部分のシャッ

ターはグリルシャッター等の透過可能な

ものや、美しく楽しい絵が描かれたもの等

閉店後も街の賑わいや明かりを喪失させ

ないようなものとすること。 

５． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

壁面の位置の制限によ

る後退部分においては、か

き又はさくは設置しては

ならない。 

ただし、植栽で、歩行者

の通行を妨げないものに

ついては、設置することが

できる。 

10 分の 5 

ただし、建築物の建

築面積の敷地面積に

対する割合は、建築

基準法第５３条第３

項第１号（準防火地

域内にあるイ若しく

はロは除く）又は第

２号に該当する建築

物にあっては、１０

分の１、同項第１号

（準防火地域内にあ

るイ若しくはロは除

く）及び第２号に該

当する建築物並びに

同条第６項第１号に

該当する建築物にあ

っては、１０分の２

を加えた数値とす

る。

２，０００㎡ 建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、駅前大通り線につ

いては 3ｍ以上、その

他の道路については 1

ｍ以上としなければな

らない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

３． 駅前大通り線に面する１階部分のシャッ

ターはグリルシャッター等の透過可能な

ものや、美しく楽しい絵が描かれたもの等

閉店後も街の賑わいや明かりを喪失させ

ないようなものとすること。 

４． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

壁面の位置の制限によ

る後退部分においては、か

き又はさくは設置しては

ならない。 

ただし、植栽で、歩行者

の通行を妨げないものに

ついては、設置することが

できる。
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名称 面積 
地区施設の 

配置及び規模 
建築物等の用途の制限 建築物の容積率の最高限度 

複 合

市 街 地

Ｅ 地 区

（Ｅ－１地区）

約

0.55ha

①空地 

(1 ヶ所 約 200 ㎡）

(１ヶ所 約260㎡）

(1 ヶ所 約 240 ㎡）

(1ヶ所約1,000㎡）

②歩行者専用通路

(1 ヶ所 幅員 6ｍ、

延長約 47ｍ） 

(1 ヶ所 幅員 3ｍ、

延長約 53ｍ） 

(1 ヶ所 幅員 3ｍ、

延長約 170ｍ） 

(1 ヶ所 幅員 3ｍ、

延長約 232ｍ） 

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及

び第５号並びに（と）項第３号及び第

４号に掲げるもの。 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及

び第４号に掲げるもの（建築基準法第

91条の規定により準工業地域内の用途

の制限を受ける場合に限る。） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる

倉庫 

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律第２条第１項第１号から

第５号、第６項第１号から第６号、及

び同条第１１項に掲げる営業に係るも

の 

５． １階部分を住戸、住室の用途に供する

もの 

10 分の 45 

 ただし、延べ面積には、自動車車庫その他

の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車の

ための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場

を含む。）の用途に供する部分の床面積は、

当該敷地内の各階の床面積の合計（同一敷地

内に２以上の建築物がある場合においては、

それらの建築物の各階の床面積の合計の和）

の５分の１を限度として算入しない。 

複 合

市 街 地

Ｅ 地 区

（Ｅ－２地区）

約

0.55ha

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及

び第５号並びに（と）項第３号及び第

４号に掲げるもの。 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及

び第４号に掲げるもの（建築基準法第

91条の規定により準工業地域内の用途

の制限を受ける場合に限る。） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる

倉庫 

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律第２条第１項第１号から

第５号、第６項第１号から第６号、及

び同条第１１項に掲げる営業に係るも

の 

10 分の 20 

ただし、延べ面積には、自動車車庫その他

の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車の

ための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場

を含む.）の用途に供する部分の床面積は、

当該敷地内の各階の床面積の合計（同一敷地

内に２以上の建築物がある場合においては、

それらの建築物の各階の床面積の合計の和）

の５分の１を限度として算入しない。 

複 合

市 街 地

Ｅ 地 区

（Ｅ－３地区）

約

0.62ha

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１． 建築基準法別表第２（へ）項第２号及

び第５号並びに（と）項第３号及び第

４号に掲げるもの。 

２． 建築基準法別表第２（ぬ）項第３号及

び第４号に掲げるもの（建築基準法第

91条の規定により準工業地域内の用途

の制限を受ける場合に限る。） 

３． 床面積の合計が１,５００㎡をこえる

倉庫 

４． 風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律第２条第１項第１号から

第５号、第６項第１号から第６号、及

び同条第１１項に掲げる営業に係るも

の 

10 分の 40 

 ただし、延べ面積には、自動車車庫その他

の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車の

ための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場

を含む。）の用途に供する部分の床面積は、

当該敷地内の各階の床面積の合計（同一敷地

内に２以上の建築物がある場合においては、

それらの建築物の各階の床面積の合計の和）

の５分の１を限度として算入しない。 
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建築物の建蔽率の

最高限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

壁面の位置の制限 建築物等の形態又は意匠の制限 
かき又はさくの構造の

制限 

10 分の 5

２，０００㎡

建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、4ｍ以上としなけれ

ばならない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。 

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

３． 駅前大通り線に面する１階部分のシャッ

ターはグリルシャッター等の透過可能な

ものや、美しく楽しい絵が描かれたもの等

閉店後も街の賑わいや明かりを喪失させ

ないようなものとすること。 

４． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

５． 建築物の形態は、風及び日影による周辺の

居住環境への影響を極力少なくするよう

配慮すること。 

壁面の位置の制限によ

る後退部分においては、か

き又はさくは設置しては

ならない。 

ただし、植栽で、歩行者

の通行を妨げないものに

ついては、設置することが

できる。 

10 分の 6
建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、白子新道について

は 1ｍ以上、その他の

道路については 4ｍ 

以上としなければなら

ない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

３． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

４． 建築物の形態は、風及び日影による周辺の

居住環境への影響を極力少なくするよう

配慮すること。 

10 分の 5
建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面から

道路境界線までの距離

は、1ｍ以上としなけれ

ばならない。 

ただし、地盤面下の

部分についてはこの限

りでない。

１． 建築物の色彩は、刺激的な原色を避け、周

辺環境に配慮した落ちつきのある色調と

すること。 

２． 屋上から突出するエレベーター機械室、高

架水槽等の建築設備は、建物との一体的な

デザインとし、景観に対して配慮したもの

とすること。 

３． 屋外広告物は、道路境界線を越えて設置し

てはならない。又、形態及び色彩は、景観

に配慮したものとすること。 

４． 建築物の形態は、風及び日影による周辺の

居住環境への影響を極力少なくするよう

配慮すること。 
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■地区整備計画におけるＡ地区に適用される主な内容 
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地区計画区域の特徴及び必要な届出等のルール 

“届出・勧告制度” 地区整備計画が定められた区域での建築や開発（５００㎡

未満）する場合は、工事着手日の３０日前までに工事の内容

を届けなければなりません。 

そして、届出の内容が地区計画に適合していない場合には、

設計変更等を勧告することができます。

次のような場合に“届出”が必要です 

● 土地の区画形質の変更をする場合 

● 建物を建てる場合や工作物をつくる場合 

● 建物の用途や形態・意匠を変更する場合 

● 道路位置指定を受ける場合

ただし、次の場合は“届出”が不要です 

● ５００㎡以上の開発行為（開発行為の許可が必要） 

● 通常の管理行為、軽易な工事等 

● 非常災害のために必要な応急措置 

● 国又は地方公共団体が行う行為 

● 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準じるもの

“建築条例による制限” 地区の特性を考慮し、健全な都市環境を確保するため、地

区計画の中で特に重要な事項は、建築基準法に基づく条例に

定めることができます。 

条例が定められると、条例に適合していることが建築確認

の条件となります。

■このパンフレットは都市計画決定の概要をまとめたものです。なお、本地区計画

の詳細については下記問い合わせ先までご連絡ください。 

☎ ０４８‐２５８‐１１１０（代） 

【地区計画について】                 川口市 都市計画部 都市計画課 

【建築基準法について】                川口市 都市計画部 建築安全課

３


